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2.ゲリラ豪雨災害にどう対応するか

（1）わが地方の近年の気候変動の実態、それに伴う土砂災害被害について

気象庁が今年６月末に発表した「気候変動監視レポート2009」に寄れば、全国約1300カ所にある地域気象観測所が観測した１時間降水量５０ミリメートル以上の豪雨の年間発生回数は、1976年から86年までの平均で160回だったのに対して、98年から2009年までの平均は233回に急増しています。

　また、１日に降る雨の量が400ミリメートル以上となるケースも、同期間の比較で年間平均4.7回から9.8回に倍増。豪雨の発生回数は、明らかに増えています。

　並行して増加傾向にあるのが、がけ崩れや土石流などの土砂災害である。国土交通省の調査によれば1999年から2008年までの10年間に起きた土砂災害は、年間平均で1000件を上回る1051件。それ以前の20年間（1979年から98年まで）の発生件数（年間平均880件）と比べると、約1.2倍に増えている。

　同省は「気候変動の激化に伴い、近年の土砂災害は増加・激甚化」の傾向にあると指摘しており、今後も地球温暖化が進行すれば、この傾向が継続すると予想している。

　一方、頻発する土砂災害に対し、地方自治体の対応は遅れています。国交省によれば、土砂災害の危険個所は全国に約52万カ所（1613市町村）もあるが、土砂災害防止法に基づく都道府県知事による警戒区域への指定状況は、6月30日時点で約18万カ所（910市町村）にとどまっています。

２-①　豊橋市における土砂災害危険個所はどのくらいあり、愛知県知事による警戒区域への指定状況に差はないのかどうか伺っておきたい。

（2）土砂災害ハザードマップの普及、それに伴う発令基準について。またそれらはゲリラ豪雨などを想定したものになっているか伺う

また、「避難勧告の発令基準につきましては気象庁の大雨・洪水警報の発令や河川の水位情報から避難勧告を発令している」と答弁されていますが、7/15岐阜県可児市の可児川では死者1人と未だに2人が行方不明になったままですが、この可児川では上流は整備が完了しており、川幅が急激に狭くなる下流の堤防未整備区域ではんらんが発生・河川整備の進め方が疑問視されています。

　また、設置されていた水位計は県と市でそれぞれ2ヶ所。しかし、県の1ヶ所は落雷で故障、市の水位計も1ヶ所は電池切れで作動していなかった。日常のメンテナンスのあり方が問われています。

　2-②河川管理もICTの時代で様々にコンピュータ管理により便利になってきていますが、本市における日常のメンテナンスのあり方を伺っておきたい。

あるいは、近年の洪水では、ハザードマップと実際の被害が食い違う事態が各地で起きています。08/8の豪雨で3365戸が浸水、2人の死者を出した愛知県岡崎市の場合、浸水被害を受けた住宅の半分は市作成のハザードマップでは洪水の心配がないとされた「シロ」区などの例が挙げられます。

２－③これらの教訓をどう生かすのか伺います

（3）河川行政、治水整備は「50ミリ基準」で行われているが、見直す考え方について。
ハザードマップについては洪水対策用と土砂災害対策用の２種類を用意し住民に徹底し、それらをもとに避難勧告などを発令しているということですが、

洪水ハザードマップは2005年に改正され全1750市区町村のうち大規模河川流域の約1300市町村が義務付けられたが、対象は外水氾濫だけで、内水氾濫（雨水の排水がうまくできず、下水道や側溝などがあふれる）を反映したマップを作った自治体は7％の121市区町村にとどまっていることが課題となっています。

（1）の答弁でもありましたが内水の排出が充分にできなかったことなどから柳生川や、内張川を中心に多くの浸水被害をだいました。

2-④そこで平成20年８月の水害を受けて県管理の二級河川―柳生川や内張川においては50ミリ基準を満たす整備がなされているのかどうか。またそれを補うための流域貯留事業や下水道整備事業などとの連携を具体的に伺っておきたい。
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